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理念・方針 

 

Ⅰ 豊田地域医療センター 
１ 病院理念 

私たちは、医療・保健・福祉を通して、地域のみなさまの生命を守り、健康

で生きがいのある生活を支援します。 

２ 基本方針 

(１) 救急医療から慢性期医療・在宅支援まで、患者さまの立場にたった総合的

医療を提供します。 

(２) 健診事業の充実を図り、疾病の予防・早期発見を通して、地域のみなさま

の健康増進に努めます。 

(３ ) 地域の医療機関との連携を密にして、患者さまに適切な医療サービスを

提供します。 

(４) 良質な医療を提供するために、働きがいのある職場環境を整え、医療技術

と知識及びモラルの向上に努めます。 

 

 

Ⅱ 豊田地域看護専門学校 
１ 教育理念 

本校の教育は建学以来、「慈」の精神に則り、豊かな人間性を培いより広く

深い知性を追及し、主体的に学ぶ姿勢を大切にして、心身の調和の取れた社会

人としての人間形成を目指すものである。 

看護は生命の尊厳と人間尊重を基盤に、あらゆる場において、あらゆる人々

の健康の保持増進、疾病の回復、苦痛の緩和、そして生命の誕生と安らかな死

へと関わる。ゆえに倫理に基づいた行動と科学的思考を養い、看護の対象を全

人的に捉え共感的態度で援助できる、専門職業人としての成長を支援する。 

そして保健・医療・福祉ﾁｰﾑの一員として自覚と責任を果たそうとする意

欲を持ち、変化する社会に対応して継続的に学習する姿勢と、看護の水準と地

域の保健・医療・福祉の向上に寄与することができる人材の育成を目指す。 

本校は設置体、豊田地域医療センターが目指す医療を果たすべく、地域の保

健・医療・福祉の連携一本化を図り、人々が住み慣れた地域で、自分らしく充

実した生活が送れ、自立を基本とした温かい援助ができる看護の実践者の育

成をする。 
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令和５年度 事業計画書 

 

Ⅰ 基本方針 

急速に進む高齢化による地域包括ケアシステムや地域共生社会の構築、２０

２５年に向けた地域医療構想による医療の機能分化と連携に伴い、医療機関に

おいては、これまでの病院完結型の医療ではなく、地域で療養生活を支える地

域完結型の医療提供体制を構築するため地域密着型の病院経営が求められてい

ます。また、受け皿となる地域包括ケア病床や在宅医療を充実させ、地域におけ

る医療人材の確保を進めていく必要があります。こうした中、令和５年度は第

Ⅴ期中期経営計画の２年目にあたり、第Ⅴ期中期経営計画で策定した取り組み

目標の達成に向けて医療機能及び医療サービスの更なる向上と経営の健全化

（収支改善）を継続的に進めてまいります。 

当法人においては、昨年１２月のコミニュニティ・ホスピタルの最終報告に

て新たな病院像を確立しました。最終報告の中ではコミュニティ・ホスピタル

の構成要素として、３つの「重点領域（総合診療、地域リハビリ、アレルギー）」

と３つの「行動指針（健康づくり、まちづくり、人づくり）」を定めました。事

業の展開にあたっては「地域の医療・福祉機関との連携強化」、「在宅医療推進拠

点機能の充実」、「効率的・積極的な病院経営」という３つの運営方針に則って進

め、今後は各事業の効果測定を行ない、事業の継続と見直しに取り組みます。 

在宅医療需要の高まりとともに在宅療養患者の急性増悪等の入院需要が増加

することが見込まれることから、リハビリテーション提供体制の更なる拡充を

図ることで在宅復帰機能を強化し、一般病棟 (新型コロナ感染患者受入病棟)か

ら在宅復帰を前提とした地域包括ケア病棟へ転換し、在宅療養中の患者や施設

入所者の緊急入院、急性期治療後の病態が落ち着いた患者で一定のリハビリテ

ーションを必要とする方を積極的に受け入れ、入院から在宅へ切れ目のない医

療提供を目指します。 

 

重点事業への取組は、以下のとおりです。 

１ コミュニティ・ホスピタル 

コミュニティ・ホスピタル検討委員会では、コミュニティ・ホスピタルの実現

に向け、地域との関係を戦略的に取り入れた病院経営を行うため、次の３つの

事業を３本柱として進めてまいります。 

 

(1) 地域との交流・連携 

地域から信頼され親しまれる開かれた病院を目指し、医療従事者（コミニュ

ニティドクターとコミニュニティナース）による地域へのアウトリーチ活動

を行います。 

また、高齢者や介護が必要となった方々が生き生きと生活するための一助

となるよう地域リハビリ活動を行います。 

西三河北部医療圏において不足するアレルギー診療体制については、呼吸

器内科医を中心とした診療体制を構築し、耳鼻咽喉科及び皮膚科を開設した
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ことにより、さらなるアレルギー疾患の需要の掘り起こしを行います。また、

重症喘息や慢性呼吸器疾患のコントロール不良者の治療、呼吸器疾患の内視

鏡治療等を実施し、患者がアレルギー疾患で悩むことのない生活の実現を目

的に「(仮称)総合アレルギーセンター」の開設を目指します。 

 

(2) 地域医療ＤＸの推進 

地域社会においてデジタル化が進展する中、医療分野においてもデジタル

技術のさらなる活用が不可欠となっています。当院においては豊田市が策定

した「豊田市ＩＣＴ活用ビジョン」「豊田市デジタル強靭化戦略」を踏まえて

ＤＸを戦略的に推進し、新たな技術を取り入れたスマート・コミュニティ・ホ

スピタルを実現することを計画し、地域リハビリ（イノベーションセンター、

スマートリハビリ）、次世代ナーシング、呼吸器患者のＩＣＴ連携システム活

用等の地域医療ＤＸの実現を目標に取り組みます。 

 

(3) 地域医療人材の育成 

在宅医療など地域を支える医師、看護師、療法士等を育成する病院として、

地域医療の未来を担う総合診療の人材を育てることを目的に総合診療プログ

ラムの充実に取り組み、今年度は新たに豊田総合診療プログラムに６名の専

攻医が在宅医療等地域医療について学びます。 

在宅医療推進のため、最大の資源である「人」を育てることを目標に地域医

療人材育成センターの充実を図ります。 

職員の接遇能力向上のためのプロジェクトとして、今年度もトヨチ流おも

てなしプランの実施に継続して取り組みます。また、職員が継続的にサービス、

仕事の質を管理・改善ができるようにＰＤＣＡサイクルを基本としたＴＱＭ

の実施に取り組み、昨年度導入したトヨタ生産方式を引き続き病院全体で継

続して実施します。これらの取組を行うことで職員の改善文化の醸成に繋げ

ていきます。 

 

２ 在宅医療支援 

増加する在宅療養ニーズを背景に、在宅医療の拠点病院として、在宅医療を

提供している診療所医師の負担軽減を図るとともに、在宅療養患者と家族が

安心して療養を継続できるように、引き続き紹介入院制度等、入院診療でのバ

ックアップを始めとしたシームレスな地域医療体制を整備します。 

また、豊田市が立ち上げた豊田市在宅医療・福祉連携推進会議と連携し、豊

田市における在宅医療の在り方、地域包括ケアの諸課題の検討を進め、在宅医

療の充実に向けた取組を進めていきます。 

さらに豊田加茂医師会の在宅相談ステーション事業の取組を踏まえ、他医

療機関との機能強化型在宅療養支援診療所・病院(連携型)の連携支援等も継

続して務めて参ります。 

 

３ 寄附講座関連事業 
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(1) 連携地域医療学寄附講座 

総合診療専門医の育成を目指す連携地域医療学寄附講座では、藤田医科大

学総合診療プログラムに本年度新たに２５名が加わり、延べ５６名の専攻医

が豊田地域医療センターで在宅医療等地域医療について学びます。また、連携

医療機関として、名古屋市立大学病院、藤田医科大学ばんたね病院、同善病院

からの専攻医を受入れ、連携・協力体制の推進と在宅医療に関わる人材のネッ

トワークの構築を図ります。 

 

(2) ロボット技術を活用した地域リハビリテーション医学展開に関する寄附講座 

産学官医連携による「先進技術を活用した地域リハビリテーションの推進

に関する連携協定」に基づき、医療・介護機器における多様な先進技術を積極

的に導入し、全国のモデルとなる仕組を実証することで地域リハビリテーシ

ョンの発展及び情報発信、健康寿命の延伸を目指して取り組んでいきます。ま

た地域リハイノベーションセンターを拠点として、シームレスリハビリ及び

フレイル予防支援、リハビリロボットの体験及びＰＲ活動を実施していきま

す。 

 

４ 地域医療人材育成センター事業 

(1) 豊田訪問看護師育成センター 

事業の３本柱である「人材確保・育成」、「相談・交流・情報提供」、「普及啓

発」を継続して行います。特に人材確保・育成においては、カリキュラムに基

づき、新卒・新任者へのｅラーニングの活用と集合研修を組み合わせたコース

を引き続き実施し、受講修了生へのフォローアップとネットワークづくりを

行ない、在宅分野に携わる次世代の訪問看護師の育成と質の向上を目指しま

す。また、スキルアップ研修の充実を図り、潜在看護師や市内教育機関への普

及啓発を積極的に行います。 

 

(2) 豊田総合療法士育成センター 

在宅療養の普及・拡大に伴い、在宅生活に関する総合的・多面的な視野を持

ち、社会参加へ繋げられる理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士の人材が必

要となります。豊田総合療法士育成センターでは「在宅生活に携わる療法士と

しての知見の向上」、「リハビリのアドバイザーとしての地域の様々な機関や

人とシームレスに連携ができる」、「地域リーダーの一員として活躍できる」と

いう３つの研修目標を設定し、豊田市療法士会、豊田加茂医師会及び豊田市と

連携して、医療・介護施設間の多職種連携の強化及びリハビリテーションの啓

発に取り組み、地域に根差す「豊田総合療法士」を地域で育てることを目指し

ます。 

 

(3) 在宅を担う医療専門職の新たな育成の検討 

在宅療養を推進するにあたり、新たに育成が必要とされる医療専門職につ

いて、対象となる職種や人材育成の手法を検討していきます。 
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Ⅱ 事業概要 

 

１ 病院事業 

国は本年５月より新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けを２類から５類へ

引き下げることとしました。専門家組織の見解では季節性インフルエンザのような

流行性疾患と同様の対応が可能な疾患になるにはもうしばらく時間がかかると推測

しており、引き続き適切な医療提供体制の維持が求められるところです。当院はこ

れまでの新型コロナへの対応を継続しつつ、コロナ禍後の診療体制への移行を目指

します。また、新型コロナ診療に係る診療報酬上の特例措置や各種補助金の打ち切

りが見込まれる中、健全かつ持続可能な病院の運営に向けて収益の確保に努めます。 

 

(1) 外来診療 

ア 診療・検査医療機関として新型コロナ感染症収束時まで発熱外来を継続する

こととし、繰り返される新型コロナの流行に対して適切な医療提供体制を維持

します。 

イ 新型コロナ感染者の急増は新型コロナ以外の疾患患者の救急搬送等へも影響

を与えています。市内３次医療機関の急性期診療機能を維持するため、軽症の

救急患者の迅速な受入れを積極的に推進し、豊田市消防救急隊との連携強化を

図るとともに、豊田市消防・４基幹病院合同症例検討会等への参加を通じて医

療機関間の情報共有と連携の強化に努めます。 

ウ 地域に根ざした病院としての外来機能を充実します。特に、総合診療科の体

制強化やアレルギー診療の充実と啓発を推進することで患者数の増加を図りま

す。 

 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
（％） 備  考 

一

般

・

専

門

外

来 

総 合 診 療 科 29,000 28,000 103.6  

消 化 器 内 科 2,200 2,200 100.0  

循 環 器 内 科 1,000 1,000 100.0  

呼 吸 器 内 科 5,620 3,200 175.6  

神 経 内 科 1,300 1,300 100.0  

外 科 5,600 5,600 100.0  

整 形 外 科 3,200 3,200 100.0  

脳 神 経 外 科 800 800 100.0  

放 射 線 科 1,100 1,100 100.0  

泌 尿 器 科 200 200 100.0  

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ 科 1,200 1,200 100.0  

耳 鼻 咽 喉 科 1,200 400 300.0  

皮 膚 科 800 150 533.3  

小 計 53,220 48,350 110.1  
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救
急
診
療 

時
間
外
・
休
日 

内 科 12,100 13,000 93.1  

小 児 科 3,000 3,300 90.9  

外 科 4,100 4,100 100.0  

歯 科 400 400 100.0  

小 計 19,600 20,800 94.2  

合      計 72,820 69,150 105.3  

 

(2) 訪問診療 

  チーム医療で、外来通院が困難な方、自宅で療養生活を送りたい方へ２４時間

３６５日の在宅支援を行って参ります。 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
（％） 備  考 

訪 問 診 療 18, 074 16,509 109.4  

 

(3) 入院診療 

ア 新型コロナウイルス感染症患者の入院受入れ対応のため、６階病棟は新型コ

ロナ専用病棟として県の病床フェーズに応じて即応病床数を確保し、運用して

きました。本年は、コロナ対応のための６階病棟及び４階病棟の休止病床は、

漸次稼働を拡大していくこととし、８月からのフル稼働を目指します。 

イ ６階病棟は新型コロナ専用病棟としての役割が終了した後、地域に不足する

回復期機能の充実を図るため、急性期一般病棟から地域包括ケア病棟へ転換し

ます。転換時期は本年１０月を予定しています。 

 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
（％） 

病床利用率 

（％） 

回復期リハビリ病棟(3F) 40 床 13,870 13,870 100.0 95.0 

一  般  病  棟(4F)     50 床 15,515 10,330 150.2 85.0 

地域包括ケア病棟(5F) 50 床 17,155 17,570 97.6 94.0 

一般／地域包括ケア病棟(6F) 50 床 14,481 (3,880) (373.2) 79.3 

合     計 190 床 61,021 45,650 133.7 88.0 

注）地域包括ケア病棟（６Ｆ）の前年度は転換する前の療養病棟の患者数と転換後の一般病棟の患者

数の合計を記載 

 

(4) 保健予防 

ア 新規受診者確保に向けて、未契約健康保険組合及び事業所を訪問するなどプ

ロモーション活動を強化します。また、健診未受診団体や未受診者に対する受診

勧奨を継続的に行い、受診者確保に努めます。  

イ 健診後の生活指導・保健指導など事後指導の充実を図ります。また、要精密検

査者・要治療者に対する受診案内文書の送付や事業所担当者への働きかけなど

受診勧奨を継続的に行います。 
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単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
（％） 備  考 

総

合

健

診 

日 帰 り ド ッ ク 14,476 13,867 104.4  

協 会 け ん ぽ 8,810 9,560 92.2  

豊田市総合がん健診 350 350 100.0  

脳 ド ッ ク 1,330 1,215 109.5  

肺 ド ッ ク 200 210 95.2  

動 脈 硬 化 ド ッ ク 380 400 95.0  

合 計 25,546 25,602 99.8  

サ フ ロ 健 診 80 84 95.2  

特 定 健 診 7,830 7,885 99.3  

豊

田

市

が

ん

検

診 

胃 が ん 検 診 5,150 5,255    98.0  

大 腸 が ん 検 診 7,300 7,300 100.0  

肺 が ん 検 診 6,000 6,000 100.0  

子 宮 が ん 検 診 1,860 1,860      100.0  

乳 が ん 検 診 2,450 2,450      100.0  

前 立 腺 が ん 検 診 1,500 1,500      100.0  

肝 炎 検 診 450 450   100.0  

合 計 24,710 24,815    99.6  

集

団

検

診 

雇 入 時 健 康 診 断 780 760 102.6  

定期健康診断（全部） 16,375 15,600      105.0  

定期健康診断（省略）     7,816 8,210       95.2  

ストレスチェック    11,000 11,000      100.0  

胃 が ん 検 診 450 650 69.2  

特 殊 健 診    10,303 8,000 128.8  

住 民 健 診 43 43   100.0   

そ の 他 3,518 3,680 95.6  

合 計 50,285 47,943      104.9  

学

校

検

診 

胸 部 Ｘ 線 8,178 8,170 100.1  

心 電 図 16,831 16,815      100.1  

尿 検 査 59,407 59,920       99.1  

血 液 検 査 3,009 3,009 100.0  

そ の 他 7,691 7,691      100.0  

合 計 95,116 95,605       99.5  
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(5) 地域医療連携 

ア 地域の医療機関・施設からの外来・入院診療及び各種検査の要望に積極的に応

じるとともに有益な情報を発信して、患者獲得に臨みます。また、信頼と連携強

化のため、継続して医療機関の表敬訪問を実施します。 

イ 基準病床利用率を維持していくために、入院判定会議の定期開催のみにとら

われず、タイムリーな入院判定会議を開催し、入院患者を獲得します。 

ウ 地域包括ケア病床転換に対応するために、地域の介護サービス事業所や施設

との連携を深め、スムーズな退院と在宅復帰率が維持できるよう退院支援の強

化に努めます。 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
（％） 備  考 

外  来  紹  介 1,000 1,000 100.0  

入  院  紹  介 920 920 100.0  

検  査  紹  介 2,040 2,040 100.0  

合     計 3.960 3,960 100.0  

 

(6) 在宅療養支援 

ア 豊田市の在宅医療推進の拠点として、その機能を強化するとともに、患者の思

いや家族の思いに寄り添い、地域の訪問看護ステーションや訪問薬局等と在宅

支援チームを組み、在宅療養患者が安らかな終焉を迎えられるよう総合的にサ

ポートします。  

イ 豊田地域ケア支援センター 

    担当地区である梅坪台中学校区の高齢者やその家族の総合相談窓口として介

護や生活に関する各種相談、介護予防事業を実施します。自治区との顔の見え

る関係づくりを維持し、高齢者クラブを中心に出前講座を実施していきます。 

ウ 豊田地域居宅介護支援センター 

介護者の中でも特に医療依存度の高い方、ターミナルを迎えられる方が住み

慣れた地域で生活できるように訪問診療、訪問看護、訪問リハビリと連携を図り

マネジメントを行います。 

エ 豊田地域訪問看護ステーション 

２４時間３６５日対応の訪問看護ステーションとして機能を充実し、在宅療

養者やその家族が安心して、尊厳をもって自立した生活が送れるよう訪問看護

を必要とする方に必要な看護サービスを提供します。また、市内の訪問看護ステ

ーションや他の各種施設との連携に取り組むと共に看護学校から実習生を受け

入れるなど、訪問看護の普及啓発と在宅医療推進に努めます。  

 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
 （％） 備  考 

地 域 包

括支援 

介 護 予 防 1,254 1,248 100.4  

包 括 的 支 援 3,300 3,300 100.0  
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居 宅 介 護 支 援 1,083 783 138.3  

訪 問 看 護 15,736 14,476 108.7  

訪問リハビリテーション 8,546 6,395 133.6  

 

(7) 障がい福祉サービス 

在宅生活を送る重症心身障がい児・者を対象とした医療型短期入所・日中活動

系事業は、安定的に受入れができるよう関係機関との更なる連携強化を図り、保

護者の介護負担の軽減に貢献します。 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 

（％） 
備  考 

医 療 型 短 期 入 所 160 160 100.0  

日 中 活 動 系 70 70 100.0  

 

(8) 備品の整備 

次に掲げる医療機器等を整備します（300 万円以上抜粋） 

 

【更新】 

 № 品名 

 1 胸部デジタル検診システム 

 2 特定保健指導管理システム 

 3 便潜血検査装置 

   ※豊田市予算や補助金を活用し更新を計画する。 

 

２ 南部休日救急内科診療所事業 

豊田市立南部休日救急内科診療所の次期指定管理者として（指定期間：令和５年

４月１日から令和８年３月３１日まで）指定を受けました。引き続き、豊田加茂医師

会及び豊田加茂薬剤師会の協力のもと、市南部地域の市民の安心・安全の拠り所と

して市民に信頼をいただける診療所運営に努め、患者数の増加を図ることで収支改

善を図ります。 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 

前年度比 
（％） 備  考 

内 科 925  600 154.2  

小 児 科 900  480 187.5  

合 計 1,825  1,080 169.0  

 

３ 看護師養成事業 

(1) 卒業生全員の看護師国家試験合格を目標として、「慈」の精神に則り、心身の

調和のとれた人間性豊かな看護師を養成します。 

(2) 学生一人ひとりに寄り添い、個性を活かす指導を行い、中途退学者を出さない

ように努めます。また、卒業生の西三河北部医療圏（豊田市及びみよし市）内の
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医療機関への就職率５５％以上を目指します。  

(3) 入学希望者を対象としたオープンキャンパスの実施や、高校生を対象とした進

学説明会への出席、さらに高等学校内で開催する進路相談会に積極的に参加する

など豊田市及びみよし市内の高等学校訪問を重点的に行い、入学生の定数を確保

します。 

 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 備  考 

１  年  次 40 41  

２  年  次 41 40  

３  年  次 39 39  

合     計 120 120  

 

４ 地域医療人材育成センター事業 

地域医療人材育成センター運営会議を開催し、（1）～（3）の各事業活動の効果・ 

検証・見直し、新規事業の検討等を実施します。また、豊田訪問看護師育成センタ

ー及び豊田総合療法士育成センター事業を継続すると共に、新たに育成が必要な

医療専門職についての検討を行います。  

(1) 豊田訪問看護師育成センター 

豊田訪問看護師育成センターは、①人材確保・育成②相談・交流・情報提供③普

及啓発の３事業活動を継続実施します。昨年度から再編したカリキュラムに基づ

き集合研修とｅラーニングを組み合わせて実施・評価します。また、聴講制度や管

理者・現任者対象のスキルアップ研修を行い、修了生のネットワークづくり支援を

目的としたフォローアップの充実と学習支援者との更なるネットワークの強化を

図ります。 

 

 単位：人  

年度 
区分 当年度 前年度 備 考 

１  年  目  受  講  生 16 16  

２  年  目  受  講  生 0 11  

合      計 16 27  

修了生フォローアップ    30 10  

ス キ ル ア ッ プ 事 業 150 92  

聴   講   生 35 32  

  注）令和４年度のカリキュラム改定にて受講期間を１年に短縮したため、当年度の２年目受

講生は０名となっている 

 

(2) 豊田総合療法士育成センター 

ア 「在宅生活に関する総合的・多面的な視野を持ち、社会参加を促進できる療法

士」の育成を目的に令和４年４月に開講し、令和５年度は第２期生として１８
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名が応募しました。 

イ 各事業所から１～２名の参加があり、合計１８名の参加者を講義形式で実施

し、さらにアーカイブでも視聴できるようにします。また、研修のみ参加するＷ

ＥＢ聴講生を１５０名参加可能な環境で毎月実施します。 

ウ 地域で活躍する豊田総合療法士を活性化させるために１年間かけて育成し、

継続的に研修を進めていきます。 

エ 卒業生（１期生）についてもフォローアップ研修に参加させ、２期生のサポー

トをすることで他施設との繋がりを持つよう関係性を構築します。 

 

単位：人 

年度 
区分 当年度 前年度 備  考 

受  講  生 18 20  

Ｗ Ｅ Ｂ 聴 講 生 1,800 1,170  

 

 

(3) 在宅を担う医療専門職の新たな育成の検討  

     新たに育成が必要とされる医療専門職について、対象となる職種や人材育成の

手法の検討を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 30,000 30,000 0

基本財産受取利息 30,000 30,000 0

基本財産受取利息 30,000 30,000 0

基本財産受取配当金 0 0 0

基本財産受取配当金 0 0 0

特定資産運用益 1,151,000 1,295,000 △ 144,000

特定資産受取利息 1,151,000 1,295,000 △ 144,000

特定資産受取利息 1,151,000 1,295,000 △ 144,000

特定資産受取配当金 0 0 0

特定資産受取配当金 0 0 0

事業収益 5,307,327,000 5,041,172,000 266,155,000

入院診療収益 2,141,556,000 1,802,394,000 339,162,000

入院診療収益（保険） 2,138,780,000 1,800,059,000 338,721,000

入院診療収益（自由） 2,776,000 2,335,000 441,000

室料差額収益 69,076,000 46,596,000 22,480,000

室料差額収益 69,076,000 46,596,000 22,480,000

外来診療収益 1,490,617,000 1,652,235,000 △ 161,618,000

外来診療収益（保険） 842,049,000 1,028,977,000 △ 186,928,000

外来診療収益（自由） 15,420,000 40,794,000 △ 25,374,000

訪問診療収益（保険） 633,148,000 582,464,000 50,684,000

訪問診療収益（自由） 0 0 0

保健予防活動収益 1,286,589,000 1,262,362,000 24,227,000

保健予防活動収益(集団) 283,232,000 265,376,000 17,856,000

保健予防活動収益(個別) 1,003,357,000 996,986,000 6,371,000

受託検査施設利用収益 0 0 0

受託検査施設利用収益 0 0 0

学生納付金収益 29,670,000 29,670,000 0

授業料収益 25,920,000 25,920,000 0

入学金収益 3,750,000 3,750,000 0

手数料収益 2,454,000 2,661,000 △ 207,000

入学検定料収益 2,250,000 2,520,000 △ 270,000

試験料収益 72,000 52,000 20,000

証明手数料収益 132,000 89,000 43,000

施設使用料収益 2,400,000 2,400,000 0

施設使用料収益 2,400,000 2,400,000 0

訪問看護収益 169,496,000 160,214,000 9,282,000

訪問看護収益(保険) 168,674,000 159,236,000 9,438,000

訪問看護収益(自由) 822,000 978,000 △ 156,000

訪問リハビリ収益 79,477,000 59,473,000 20,004,000

訪問リハビリ収益(保険) 79,477,000 59,473,000 20,004,000

訪問リハビリ収益(自由) 0 0 0

居宅介護支援収益 17,245,000 12,491,000 4,754,000

居宅介護支援収益(保険) 17,245,000 12,491,000 4,754,000

居宅介護支援収益(自由) 0 0 0

包括支援収益 5,717,000 5,704,000 13,000

包括支援収益（保険） 5,717,000 5,704,000 13,000

訪問診療患者数
の増

令和５年度　収支予算書（損益計算ベース）
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

（単位：円）

科 目

患者数の増

訪問看護利用者
数増

訪問リハビリテー
ション利用者数増

外来患者数の減
少
コロナ予防接種数
の減
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予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考科 目

包括支援収益（自由） 0 0 0

その他事業収益 15,093,000 14,252,000 841,000

その他事業収益 15,093,000 14,252,000 841,000

保険等査定減 △ 2,063,000 △ 9,280,000 7,217,000

保険等査定減 △ 2,063,000 △ 9,280,000 7,217,000

受取補助金等 88,866,000 872,539,000 △ 783,673,000

受取補助金 35,743,000 763,138,000 △ 727,395,000

受取国庫補助金 0 0 0

受取地方公共団体補助金 34,743,000 762,138,000 △ 727,395,000

受取民間補助金 1,000,000 1,000,000 0

事業受託収益 34,945,000 32,181,000 2,764,000

事業受託収益 34,945,000 32,181,000 2,764,000

受取助成金 0 433,000 △ 433,000

受取国庫助成金 0 433,000 △ 433,000

受取地方公共団体助成金 0 0 0

受取民間助成金 0 0 0

受取補助金等振替額 18,178,000 76,787,000 △ 58,609,000

受取補助金振替額 18,178,000 76,787,000 △ 58,609,000

受取助成金振替額 0 0 0

受取負担金 320,000,000 650,000,000 △ 330,000,000

受取負担金 320,000,000 650,000,000 △ 330,000,000

受取負担金交付金 320,000,000 650,000,000 △ 330,000,000

受取負担金振替額 0 0 0

受取負担金振替額 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

受取寄附金振替額 0 0 0

受取寄附金振替額 0 0 0

雑収益 120,812,000 78,372,000 42,440,000

受取利息 0 0 0

受取利息 0 0 0

有価証券運用益 0 0 0

有価証券運用益 0 0 0

雑収益 120,812,000 78,372,000 42,440,000

不用品売却収益 35,000 33,000 2,000

賠償保険金収益 1,000,000 1,500,000 △ 500,000

貸倒引当金戻入額 5,583,000 5,584,000 △ 1,000

雑収益（課税） 14,968,000 14,401,000 567,000

雑収益（課税外） 99,226,000 56,854,000 42,372,000

経常収益計 5,838,186,000 6,643,408,000 △ 805,222,000

(2) 経常費用

事業費 6,263,187,000 5,980,560,000 282,627,000

給与費 4,259,012,000 3,985,523,000 273,489,000

給料 1,501,086,000 1,406,947,000 94,139,000

手当 1,493,865,000 1,405,249,000 88,616,000

臨時雇賃金 698,765,000 664,604,000 34,161,000

法定福利費 460,640,000 414,978,000 45,662,000

退職給付費用 104,656,000 93,745,000 10,911,000

材料費 395,192,000 421,619,000 △ 26,427,000

医薬品費 268,098,000 282,417,000 △ 14,319,000

診療材料費 125,521,000 125,332,000 189,000

医療消耗備品費 1,573,000 13,870,000 △ 12,297,000 購入備品の減

常勤職員数増加
による増

出向者派遣料の
増

コロナ検査試薬及
び治療薬の減

過年度分を含む
受取補助金の減

運営費負担金の
減

愛知県新型コロ
ナウイルス感染
症対策事業補助
金の減
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予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考科 目

経費 1,608,983,000 1,573,418,000 35,565,000

福利厚生費 27,629,000 26,326,000 1,303,000

旅費交通費 3,094,000 1,928,000 1,166,000

職員被服費 8,292,000 5,075,000 3,217,000

消耗品費 38,915,000 36,442,000 2,473,000

消耗什器備品費 2,878,000 13,965,000 △ 11,087,000

光熱水費 133,670,000 133,343,000 327,000

燃料費 5,450,000 5,268,000 182,000

会議費 79,000 64,000 15,000

印刷製本費 11,746,000 11,073,000 673,000

修繕費 23,074,000 27,661,000 △ 4,587,000

保険料 9,945,000 9,773,000 172,000

賃借料 84,113,000 81,411,000 2,702,000

委託費 683,272,000 667,700,000 15,572,000

通信運搬費 28,830,000 29,496,000 △ 666,000

諸会費 2,950,000 2,930,000 20,000

支払手数料 191,507,000 221,773,000 △ 30,266,000

食糧費 1,050,000 754,000 296,000

交際費 3,199,000 2,781,000 418,000

租税公課費 138,967,000 127,806,000 11,161,000

図書費 3,258,000 3,362,000 △ 104,000

研究研修費 18,905,000 14,455,000 4,450,000

諸謝金 11,256,000 9,902,000 1,354,000

広告宣伝費 3,600,000 8,036,000 △ 4,436,000

減価償却費 73,524,000 34,105,000 39,419,000

貸倒損失 6,162,000 967,000 5,195,000

貸倒引当金繰入 2,088,000 4,510,000 △ 2,422,000

支払寄附金 90,500,000 91,500,000 △ 1,000,000

支払負担金 0 0 0

有価証券運用損 0 0 0

支払賠償金 1,000,000 1,000,000 0

雑費 30,000 12,000 18,000

管理費 55,781,000 47,999,000 7,782,000

給与費 52,808,000 44,556,000 8,252,000

役員報酬 17,172,000 17,172,000 0

給料 15,745,000 12,239,000 3,506,000

手当 13,065,000 9,742,000 3,323,000

臨時雇賃金 0 0 0

法定福利費 5,880,000 4,244,000 1,636,000

退職給付費用 946,000 1,159,000 △ 213,000

経費 2,973,000 3,443,000 △ 470,000

福利厚生費 344,000 281,000 63,000

旅費交通費 74,000 52,000 22,000

職員被服費 46,000 20,000 26,000

消耗品費 104,000 105,000 △ 1,000

消耗什器備品費 10,000 20,000 △ 10,000

光熱水費 0 0 0

燃料費 0 0 0

会議費 0 0 0

印刷製本費 26,000 26,000 0

修繕費 0 0 0

保険料 400,000 338,000 62,000

賃借料 54,000 18,000 36,000

入院患者数増加
に伴う給食業務
等委託費増

消費税控除不可
能額の増

看護師等派遣依
頼数の減

過年度購入備品
の償却費増

購入備品の減
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予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考科 目

委託費 0 0 0

通信運搬費 28,000 24,000 4,000

諸会費 53,000 53,000 0

支払手数料 8,000 8,000 0

食糧費 0 0 0

交際費 600,000 600,000 0

租税公課費 198,000 280,000 △ 82,000

図書費 15,000 15,000 0

研究研修費 1,013,000 1,603,000 △ 590,000

諸謝金 0 0 0

広告宣伝費 0 0 0

減価償却費 0 0 0

貸倒損失 0 0 0

支払寄附金 0 0 0

支払負担金 0 0 0

支払利息 0 0 0

支払賠償金 0 0 0

雑費 0 0 0

経常費用計 6,318,968,000 6,028,559,000 290,409,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 480,782,000 614,849,000 △ 1,095,631,000

基本財産評価損益等 0 0 0

基本財産評価損益等 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価益 0 0 0

投資有価証券評価損 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 480,782,000 614,849,000 △ 1,095,631,000

２　経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 0 0 0

固定資産売却益 0 0 0

什器備品売却益 0 0 0

その他固定資産売却益 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0

投資有価証券受贈益 0 0 0

その他固定資産受贈益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

固定資産売却損等 0 0 0

固定資産売却損 0 0 0

什器備品売却損 0 0 0

その他固定資産売却損 0 0 0

固定資産除去損 0 0 0

什器備品除去損 0 0 0

その他固定資産除去損 0 0 0
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予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考科 目

固定資産減損損失 0 0 0

固定資産減損損失 0 0 0

投資有価証券減損損失 0 0 0

その他固定資産減損損失 0 0 0

災害損失 0 0 0

災害損失 0 0 0

災害損失 0 0 0

過年度修正損 0 0 0

過年度修正損 0 0 0

過年度修正損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 480,782,000 614,849,000 △ 1,095,631,000

一般正味財産期首残高 968,305,875 353,456,875 614,849,000

一般正味財産期末残高 487,523,875 968,305,875 △ 480,782,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 990,000 60,151,000 △ 59,161,000

受取補助金 990,000 60,151,000 △ 59,161,000

受取国庫補助金 0 54,000,000 △ 54,000,000

受取地方公共団体補助金 990,000 6,151,000 △ 5,161,000

受取民間補助金 0 0 0

受取助成金 0 0 0

受取国庫助成金 0 0 0

受取地方公共団体助成金 0 0 0

受取民間助成金 0 0 0

受取負担金 0 0 0

受取負担金 0 0 0

受取負担金交付金 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

受取寄附金 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0

投資有価証券受贈益 0 0 0

その他固定資産受贈益 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0

一般正味財産への振替額 △ 18,178,000 △ 76,787,000 58,609,000

一般正味財産への振替額 △ 18,178,000 △ 76,787,000 58,609,000

一般正味財産への振替額 △ 18,178,000 △ 76,787,000 58,609,000

当期指定正味財産増減額 △ 17,188,000 △ 16,636,000 △ 552,000

指定正味財産期首残高 40,632,340 57,268,340 △ 16,636,000

新型コロナ感染症
関連補助金の減

新型コロナ感染症
関連補助金の減
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予　算　額 前年度予算額 増　　　減 備　　　考科 目

指定正味財産期末残高 23,444,340 40,632,340 △ 17,188,000

Ⅲ　正味財産期末残高 510,968,215 1,008,938,215 △ 497,970,000
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病院(公１) 看護学校(公２) 育成ｾﾝﾀｰ(公３) 共　　通

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 0 0 0 30,000

基本財産受取利息 0 0 0 30,000

基本財産受取利息 0 0 0 30,000

基本財産受取配当金 0 0 0 0

基本財産受取配当金 0 0 0 0

特定資産運用益 0 0 0 1,151,000

特定資産受取利息 0 0 0 1,151,000

特定資産受取利息 0 0 0 1,151,000

特定資産受取配当金 0 0 0 0

特定資産受取配当金 0 0 0 0

事業収益 5,272,803,000 34,524,000 0 0

入院診療収益 2,141,556,000 0 0 0

入院診療収益(保険) 2,138,780,000 0 0 0

入院診療収益(自由) 2,776,000 0 0 0

室料差額収益 69,076,000 0 0 0

室料差額収益 69,076,000 0 0 0

外来診療収益 1,490,617,000 0 0 0

外来診療収益(保険) 842,049,000 0 0 0

外来診療収益(自由) 15,420,000 0 0 0

訪問診療収益(保険) 633,148,000 0 0 0

訪問診療収益(自由) 0 0 0 0

保健予防活動収益 1,286,589,000 0 0 0

保健予防活動収益(集団) 283,232,000 0 0 0

保健予防活動収益(個別) 1,003,357,000 0 0 0

受託検査施設利用収益 0 0 0 0

受託検査施設利用収益 0 0 0 0

学生納付金収益 0 29,670,000 0 0

授業料収益 0 25,920,000 0 0

入学金収益 0 3,750,000 0 0

手数料収益 0 2,454,000 0 0

入学検定料収益 0 2,250,000 0 0

試験料収益 0 72,000 0 0

証明手数料収益 0 132,000 0 0

施設使用料収益 0 2,400,000 0 0

施設使用料収益 0 2,400,000 0 0

訪問看護収益 169,496,000 0 0 0

訪問看護収益(保険) 168,674,000 0 0 0

訪問看護収益(自由) 822,000 0 0 0

訪問リハビリ収益 79,477,000 0 0 0

訪問リハビリ収益(保険) 79,477,000 0 0 0

訪問リハビリ収益(自由) 0 0 0 0

居宅介護支援収益 17,245,000 0 0 0

居宅介護支援収益(保険) 17,245,000 0 0 0

居宅介護支援収益(自由) 0 0 0 0

包括支援収益 5,717,000 0 0 0

令和５年度　収支予算書内訳表
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

科　　　　　目
公 益 目 的 事 業 会 計
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小　　計

30,000 0 30,000

30,000 0 30,000

30,000 0 30,000

0 0 0

0 0 0

1,151,000 0 1,151,000

1,151,000 0 1,151,000

1,151,000 0 1,151,000

0 0 0

0 0 0

5,307,327,000 0 5,307,327,000

2,141,556,000 0 2,141,556,000

2,138,780,000 0 2,138,780,000

2,776,000 0 2,776,000

69,076,000 0 69,076,000

69,076,000 0 69,076,000

1,490,617,000 0 1,490,617,000

842,049,000 0 842,049,000

15,420,000 0 15,420,000

633,148,000 0 633,148,000

0 0 0

1,286,589,000 0 1,286,589,000

283,232,000 0 283,232,000

1,003,357,000 0 1,003,357,000

0 0 0

0 0 0

29,670,000 0 29,670,000

25,920,000 0 25,920,000

3,750,000 0 3,750,000

2,454,000 0 2,454,000

2,250,000 0 2,250,000

72,000 0 72,000

132,000 0 132,000

2,400,000 0 2,400,000

2,400,000 0 2,400,000

169,496,000 0 169,496,000

168,674,000 0 168,674,000

822,000 0 822,000

79,477,000 0 79,477,000

79,477,000 0 79,477,000

0 0 0

17,245,000 0 17,245,000

17,245,000 0 17,245,000

0 0 0

5,717,000 0 5,717,000

備　　考合　　計

（単位：円）

内部取引消去法人会計
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病院(公１) 看護学校(公２) 育成ｾﾝﾀｰ(公３) 共　　通
科　　　　　目

公 益 目 的 事 業 会 計

包括支援収益(保険) 5,717,000 0 0 0

包括支援収益(自由) 0 0 0 0

その他事業収益 15,093,000 0 0 0

その他事業収益 15,093,000 0 0 0

保険等査定減 △ 2,063,000 0 0 0

保険等査定減 △ 2,063,000 0 0 0

受取補助金等 64,202,000 22,236,000 0 2,428,000

受取補助金 11,845,000 21,470,000 0 2,428,000

受取国庫補助金 0 0 0 0

受取地方公共団体補助金 11,845,000 20,470,000 0 2,428,000

受取民間補助金 0 1,000,000 0 0

事業受託収益 34,945,000 0 0 0

事業受託収益 34,945,000 0 0 0

受取助成金 0 0 0 0

受取国庫助成金 0 0 0 0

受取地方公共団体助成金 0 0 0 0

受取民間助成金 0 0 0 0

受取補助金等振替額 17,412,000 766,000 0 0

受取補助金振替額 17,412,000 766,000 0 0

受取助成金振替額 0 0 0 0

受取負担金 0 0 0 264,219,000

受取負担金 0 0 0 264,219,000

受取負担金交付金 0 0 0 264,219,000

受取負担金振替額 0 0 0 0

受取負担金振替額 0 0 0 0

受取寄附金 0 0 0 0

受取寄附金 0 0 0 0

受取寄附金 0 0 0 0

受取寄附金振替額 0 0 0 0

受取寄附金振替額 0 0 0 0

雑収益 115,698,000 765,000 800,000 3,549,000

受取利息 0 0 0 0

受取利息 0 0 0 0

有価証券運用益 0 0 0 0

有価証券運用益 0 0 0 0

雑収益 115,698,000 765,000 800,000 3,549,000

不用品売却収益 35,000 0 0 0

賠償保険金収益 1,000,000 0 0 0

貸倒引当金戻入額 5,583,000 0 0 0

雑収益（課税） 9,854,000 765,000 800,000 3,549,000

雑収益（課税外） 99,226,000 0 0 0

経常収益計 5,452,703,000 57,525,000 800,000 271,377,000

(2) 経常費用

事業費 6,064,799,000 177,418,000 20,970,000 0

給与費 4,113,585,000 128,841,000 16,586,000 0

給料 1,433,189,000 61,538,000 6,359,000 0

手当 1,451,831,000 38,772,000 3,262,000 0

臨時雇賃金 686,152,000 7,431,000 5,182,000 0

法定福利費 442,853,000 16,004,000 1,783,000 0

退職給付費用 99,560,000 5,096,000 0 0

材料費 395,192,000 0 0 0

医薬品費 268,098,000 0 0 0
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小　　計
備　　考合　　計内部取引消去法人会計

5,717,000 0 5,717,000

0 0 0

15,093,000 0 15,093,000

15,093,000 0 15,093,000

△ 2,063,000 0 △ 2,063,000

△ 2,063,000 0 △ 2,063,000

88,866,000 0 88,866,000

35,743,000 0 35,743,000

0 0 0

34,743,000 0 34,743,000

1,000,000 0 1,000,000

34,945,000 0 34,945,000

34,945,000 0 34,945,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

18,178,000 0 18,178,000

18,178,000 0 18,178,000

0 0 0

264,219,000 55,781,000 320,000,000

264,219,000 55,781,000 320,000,000

264,219,000 55,781,000 320,000,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

120,812,000 0 120,812,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

120,812,000 0 120,812,000

35,000 0 35,000

1,000,000 0 1,000,000

5,583,000 0 5,583,000

14,968,000 0 14,968,000

99,226,000 0 99,226,000

5,782,405,000 55,781,000 0 5,838,186,000

6,263,187,000 0 6,263,187,000

4,259,012,000 0 4,259,012,000

1,501,086,000 0 1,501,086,000

1,493,865,000 0 1,493,865,000

698,765,000 0 698,765,000

460,640,000 0 460,640,000

104,656,000 0 104,656,000

395,192,000 0 395,192,000

268,098,000 0 268,098,000
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病院(公１) 看護学校(公２) 育成ｾﾝﾀｰ(公３) 共　　通
科　　　　　目

公 益 目 的 事 業 会 計

診療材料費 125,521,000 0 0 0

医療消耗備品費 1,573,000 0 0 0

経費 1,556,022,000 48,577,000 4,384,000 0

福利厚生費 26,404,000 996,000 229,000 0

旅費交通費 1,702,000 1,169,000 223,000 0

職員被服費 7,950,000 296,000 46,000 0

消耗品費 36,736,000 1,864,000 315,000 0

消耗什器備品費 2,273,000 572,000 33,000 0

光熱水費 126,897,000 6,773,000 0 0

燃料費 5,428,000 22,000 0 0

会議費 65,000 1,000 13,000 0

印刷製本費 10,314,000 765,000 667,000 0

修繕費 21,774,000 1,300,000 0 0

保険料 9,671,000 252,000 22,000 0

賃借料 83,169,000 840,000 104,000 0

委託費 672,343,000 9,939,000 990,000 0

通信運搬費 27,382,000 1,325,000 123,000 0

諸会費 2,845,000 85,000 20,000 0

支払手数料 186,061,000 4,981,000 465,000 0

食糧費 1,024,000 16,000 10,000 0

交際費 3,106,000 17,000 76,000 0

租税公課費 134,673,000 3,939,000 355,000 0

図書費 1,986,000 1,203,000 69,000 0

研究研修費 17,977,000 734,000 194,000 0

諸謝金 428,000 10,598,000 230,000 0

広告宣伝費 3,351,000 49,000 200,000 0

減価償却費 72,683,000 841,000 0 0

貸倒損失 6,162,000 0 0 0

貸倒引当金繰入 2,088,000 0 0 0

支払寄附金 90,500,000 0 0 0

支払負担金 0 0 0 0

有価証券運用損 0 0 0 0

支払賠償金 1,000,000 0 0 0

雑費 30,000 0 0 0

管理費

給与費

役員報酬

給料

手当

臨時雇賃金

法定福利費

退職給付費用

経費

福利厚生費

旅費交通費

職員被服費

消耗品費

消耗什器備品費

光熱水費

燃料費

会議費

印刷製本費
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小　　計
備　　考合　　計内部取引消去法人会計

125,521,000 0 125,521,000

1,573,000 0 1,573,000

1,608,983,000 0 1,608,983,000

27,629,000 0 27,629,000

3,094,000 0 3,094,000

8,292,000 0 8,292,000

38,915,000 0 38,915,000

2,878,000 0 2,878,000

133,670,000 0 133,670,000

5,450,000 0 5,450,000

79,000 0 79,000

11,746,000 0 11,746,000

23,074,000 0 23,074,000

9,945,000 0 9,945,000

84,113,000 0 84,113,000

683,272,000 0 683,272,000

28,830,000 0 28,830,000

2,950,000 0 2,950,000

191,507,000 0 191,507,000

1,050,000 0 1,050,000

3,199,000 0 3,199,000

138,967,000 0 138,967,000

3,258,000 0 3,258,000

18,905,000 0 18,905,000

11,256,000 0 11,256,000

3,600,000 0 3,600,000

73,524,000 0 73,524,000

6,162,000 0 6,162,000

2,088,000 0 2,088,000

90,500,000 0 90,500,000

0 0 0

0 0 0

1,000,000 0 1,000,000

30,000 0 30,000

55,781,000 55,781,000

52,808,000 52,808,000

17,172,000 17,172,000

15,745,000 15,745,000

13,065,000 13,065,000

0 0

5,880,000 5,880,000

946,000 946,000

2,973,000 2,973,000

344,000 344,000

74,000 74,000

46,000 46,000

104,000 104,000

10,000 10,000

0 0

0 0

0 0

26,000 26,000
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病院(公１) 看護学校(公２) 育成ｾﾝﾀｰ(公３) 共　　通
科　　　　　目

公 益 目 的 事 業 会 計

修繕費

保険料

賃借料

委託費

通信運搬費

諸会費

支払手数料

食糧費

交際費

租税公課費

図書費

研究研修費

諸謝金

広告宣伝費

減価償却費

貸倒損失

支払寄附金

支払負担金

支払利息

支払賠償金

雑費

経常費用計 6,064,799,000 177,418,000 20,970,000 0

評価損益等調整前当期経常増減額 △612,096,000 △119,893,000 △20,170,000 271,377,000

基本財産評価損益等 0 0 0 0

基本財産評価損益等 0 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0

投資有価証券評価益 0 0 0 0

投資有価証券評価損 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 △612,096,000 △119,893,000 △20,170,000 271,377,000

２　経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 0 0 0 0

固定資産売却益 0 0 0 0

什器備品売却益 0 0 0 0

その他固定資産売却益 0 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0 0

投資有価証券受贈益 0 0 0 0

その他固定資産受贈益 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0

(2) 経常外費用

固定資産売却損等 0 0 0 0

固定資産売却損 0 0 0 0

什器備品売却損 0 0 0 0
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小　　計
備　　考合　　計内部取引消去法人会計

0 0

400,000 400,000

54,000 54,000

0 0

28,000 28,000

53,000 53,000

8,000 8,000

0 0

600,000 600,000

198,000 198,000

15,000 15,000

1,013,000 1,013,000

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

6,263,187,000 55,781,000 0 6,318,968,000

△ 480,782,000 0 0 △ 480,782,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

△ 480,782,000 0 0 △ 480,782,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0
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病院(公１) 看護学校(公２) 育成ｾﾝﾀｰ(公３) 共　　通
科　　　　　目

公 益 目 的 事 業 会 計

その他固定資産売却損 0 0 0 0

固定資産除去損 0 0 0 0

什器備品除去損 0 0 0 0

その他固定資産除去損 0 0 0 0

固定資産減損損失 0 0 0 0

固定資産減損損失 0 0 0 0

投資有価証券減損損失 0 0 0 0

その他固定資産減損損失 0 0 0 0

災害損失 0 0 0 0

災害損失 0 0 0 0

災害損失 0 0 0 0

過年度修正損 0 0 0 0

過年度修正損 0 0 0 0

過年度修正損 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △612,096,000 △119,893,000 △20,170,000 271,377,000

一般正味財産期首残高 0 0 0 968,305,875

一般正味財産期末残高 △612,096,000 △119,893,000 △20,170,000 1,239,682,875

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 990,000 0 0

受取補助金 0 990,000 0 0

受取国庫補助金 0 0 0 0

受取地方公共団体補助金 0 990,000 0 0

受取民間補助金 0 0 0 0

受取助成金 0 0 0 0

受取国庫助成金 0 0 0 0

受取地方公共団体助成金 0 0 0 0

受取民間助成金 0 0 0 0

受取負担金 0 0 0 0

受取負担金 0 0 0 0

受取負担金交付金 0 0 0 0

受取寄附金 0 0 0 0

受取寄附金 0 0 0 0

受取寄附金 0 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0 0

固定資産受贈益 0 0 0 0

投資有価証券受贈益 0 0 0 0

その他固定資産受贈益 0 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0 0

特定資産評価益 0 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0 0

基本財産評価損 0 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0 0

特定資産評価損 0 0 0 0
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小　　計
備　　考合　　計内部取引消去法人会計

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

△ 480,782,000 0 0 △ 480,782,000

968,305,875 0 0 968,305,875

487,523,875 0 0 487,523,875

990,000 0 990,000

990,000 0 990,000

0 0 0

990,000 0 990,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0
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病院(公１) 看護学校(公２) 育成ｾﾝﾀｰ(公３) 共　　通
科　　　　　目

公 益 目 的 事 業 会 計

一般正味財産への振替額 △ 17,412,000 △ 766,000 0 0

一般正味財産への振替額 △ 17,412,000 △ 766,000 0 0

一般正味財産への振替額 △ 17,412,000 △ 766,000 0 0

当期指定正味財産増減額 △ 17,412,000 224,000 0 0

指定正味財産期首残高 30,226,289 406,051 0 10,000,000

指定正味財産期末残高 12,814,289 630,051 0 10,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 △599,281,711 △119,262,949 △20,170,000 1,249,682,875
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小　　計
備　　考合　　計内部取引消去法人会計

△ 18,178,000 0 △ 18,178,000

△ 18,178,000 0 △ 18,178,000

△ 18,178,000 0 △ 18,178,000

△ 17,188,000 0 0 △ 17,188,000

40,632,340 0 0 40,632,340

23,444,340 0 0 23,444,340

510,968,215 0 0 510,968,215
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（１）資金調達の見込みについて

□ □  なし

（２）設備投資の見込みについて

□ □  なし あり設備投資の予定

資金調達方法又は取得資金の使途支出又は収入の予定額事業番号 設備投資の内容

公２

看護学校事業で使用する器械備
品（小児看護実習モデル１台、
大判プリンター１台、空気圧式
マッサージ器１台、装着型摘便
シミュレーター１台）を取得す
る

1,287,000円（税別）
愛知県の補助金である指定正味財産及
び一般正味財産より支出

資金調達及び設備投資の見込みについて
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

借入れの予定  あり

金　　　額 使　　　途事業番号 借　入　先

公１
病院事業で使用する器械備品
（循環器検診車１台、胸部Ｘ線
検診車１台）を取得する

89,600,000円（税別）
令和３年度決算における黒字繰越額で
ある一般正味財産より支出

レ

レ
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